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事
業
内
容

　

平
成
21
年
度
第
１
次
補
正
予
算
で
各

都
道
府
県
に
造
成
し
た
森
林
整
備
加
速

化
・
林
業
再
生
基
金
を
平
成
26
年
度
ま
で

延
長
し
て
、
地
域
の
課
題
解
決
に
向
け

た
以
下
の
よ
う
な
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

①
地
域
協
議
会
の
運
営
、
調
査
等

②
復
興
木
材
確
保
に
資
す
る
間
伐
の

実
施

③
効
率
的
な
木
材
生
産
に
必
要
な
林
内

路
網
の
整
備

④
森
林
境
界
の
明
確
化

⑤
被
災
地
域
の
復
興
に
必
要
な
原
木
を

増
産
す
る
た
め
の
林
業
機
械
の
整
備

⑥
間
伐
材
原
木
等
の
流
通
コ
ス
ト
支
援

⑦
木
材
加
工
流
通
施
設
の
体
制
整
備

⑧
バ
イ
オ
マ
ス
関
連
施
設
の
体
制
整
備

◎特集 東日本大震災復旧の現況◎特集 主な林野関係施策の説明

　

事
業
の
背
景
・
主
旨

・
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
、
東
北
地
方

で
は
多
く
の
住
宅
等
が
被
災
す
る
と

と
も
に
沿
岸
部
を
中
心
と
し
て
木
材

加
工
施
設
等
に
壊
滅
的
な
被
害
を
も

た
ら
し
ま
し
た
。

・
今
後
、
被
災
し
た
住
宅
等
の
復
興
が

本
格
的
に
始
ま
る
中
、
被
災
地
域
だ

け
で
は
賄
い
き
れ
な
い
復
興
に
必
要

な
木
材
を
全
国
規
模
で
安
定
供
給
す

る
た
め
の
対
策
等
を
講
じ
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

・
現
下
の
円
高
状
況
の
中
で
も
木
材
を

安
定
供
給
で
き
る
体
制
を
確
立
し
、

林
業
、
木
材
産
業
の
再
生
を
図
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

政
策
目
標

　

平
成
27
年
度（
集
中
復
興
期
間
）

ま
で
に
復
興
に
必
要
な
木
材
を

安
定
供
給
す
る
体
制
を
構
築

東日本大震災の復旧・復興、森林・林業再生プランの実施を具体に進
めていくための林野関係の主要な施策を解説します。平成23年度補
正予算、24年度予算概算決定及び 24年度税制改正予定事項に掲上
している①復興木材安定供給等対策（森林整備加速化・林業再生基金
の延長）、②森林整備事業・治山事業（復興分含む）、③相続税納税猶
予制度の創設等の概要を紹介します。

（
平
成
23
年
度
第
３
次
補
正
予
算
）

復
興
木
材

安
定
供
給
等
対
策

（「
森
林
整
備
加
速
化
・
林

業
再
生
基
金
」の
延
長
）

１
、３
９
９
億
円

１
、３
９
９
億
円

補
助
率
：
定
額
、
１
／
２　

事
業
実
施
主
体
：

　

地
方
公
共
団
体
、
森
林
組
合
、

　

民
間
事
業
体
等

対策のポイント：

　復興に必要な
木材を安定供給

する

ために必要な搬
出間伐の実施、

路網

や木材加工施設
の整備等川上か

ら川

下に至る総合的な
取組を支援します

。

主
な
林
野
関
係
施
策
の
説
明
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◎特集 主な林野関係施策の説明

被災地の住宅等の復興

復興木材の安定供給、円高状況下での内需確保、森林吸収目標の達成

被災地へ出荷

高性能林業機械 
地域特性に応じた効率的な作
業システムを実現するために
必要な林業機械を導入

木質バイオマス施設 
間伐による復興木材の生産に伴っ
て発生する低質材を有効活用でき
る木質バイオマス施設を整備等

路網整備 
林業機械を活用して搬出
間伐を効率的に推進する
ための路網を整備

流通コスト支援 
復興木材を安定供給するため
に必要な流通コストを支援

木材加工流通施設 
復興木材の安定供給に向けた高
能率の流通・加工施設を整備

境界明確化 
所有者が不明で間伐の
実施が困難な森林の境
界明確化を実施

間伐 
復興木材の安定供給の
ために搬出間伐を実施

復興木材安定供給等対策 （「森林整備加速化・林業再生基金」の延長）
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（
平
成
24
年
度
予
算
概
算
決
定
）

森
林
整
備
事
業
・

　

治
山
事
業（
公
共
）

　

１
、７
４
８
億
円

　

１
、７
４
８
億
円

（
対
前
年
度
比
９
７
・
６
％
）　

　

復
旧
・
復
興
対
策
分
を

含
め
る
と　

　

１
、８
６
１
億
円

　

１
、８
６
１
億
円

（
対
前
年
度
比
１
０
４
％
）　

対策のポイント：

【森林整備事業】

　集約化し計画的
に搬出間伐を行う

者への直接支払制

度や丈夫で簡易な
林業専用道の整備

等を推進します。

　また、間伐等の
実施により、東日

本大震災の被災

地等における「災
害に強い森林づく

り」を進め、復

興木材の安定供給
を推進します。

【治山事業】

　深層崩壊など
激甚な災害をも

たらした台風等
によ

り被災した山地
等の復旧整備や

津波からいのち
と暮

らしを守る海岸
防災林の整備を

通じ、安全・安
心を

確保します。

平成24年度林野公共事業予算

効率的で安定した木材生産の確立 
森林吸収目標の達成 

災害に強い安全で安心できる地域の創造

被災箇所の早急な
復旧整備による安全・
安心の確保 

豪雨災害への対応
○ 台風による豪雨等が
　 多発し山地災害が
　 各地で発生 

５６万haの間伐の実施
に必要な予算の確保 

地球温暖化防止
○ 森林吸収源対策の
　 最終年度 

搬出間伐の推進、路網
整備の加速化のための
予算の確保 

森林・林業再生プラン

○ 森林法改正、森林・
　 林業基本計画の策定 

○ 10年後の木材供給量
　 50％以上達成 

復興木材の供給、雇用の創出、海岸
防災林の復旧・再生、山腹崩壊等の
復旧が急務

震災復興対策 
○ 東日本大震災による未曾有の被害

○ 原発事故を踏まえた再生
　 エネルギーの推進 
・木質バイオマス利用に向けた搬出
   間伐の推進 

・海岸部の保安林延長の約2/3が被災 

森林整備事業
○搬出間伐等への支援 （直接支払制度の実施） 

○路網整備の推進 

治山事業
○集中豪雨等に対応した復旧対策 

○津波等に備えた海岸部の対策 

林業専用道整備対策  108億円

○災害に強い森林づくりの推進（復旧・復興対策） 
被災地対策、全国防災対策  69億円

森林環境保全直接支援事業   288億円
施業集約化促進対策（非公共） 25億円

復旧治山事業等  375億円

防災林造成事業  21億円

○崩壊地等の復旧・整備と海岸防災林の
　　　　　　復旧・再生、整備（復旧・復興対策）

被災地対策・全国防災対策  44億円

効率

災災害に強

森林・林業再生プランの
着実な推進

確立

域の創造造

震災からの
復興再生

現状と課題 

平成24年度概算決定内容 ～東日本大震災からの復興の円滑かつ迅速な推進と活力ある日本林業の再生～

結　　果

◎特集 主な林野関係施策の説明
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事
業
の
背
景
・
主
旨

１
．
森
林
整
備
事
業

・
食
と
農
林
漁
業
の
再
生
推
進
本
部
で

決
定
さ
れ
た「
我
が
国
の
食
と
農
林

漁
業
の
再
生
の
た
め
の
基
本
方
針
・

行
動
計
画
」で
は
、「
森
林
・
林
業
再

生
プ
ラ
ン
を
推
進
す
る
」や「
震
災
に

強
い
農
林
水
産
イ
ン
フ
ラ
を
構
築
す

る
」と
さ
れ
て
い
ま
す
。

・
利
用
期
を
迎
え
て
い
る
人
工
林
資
源

を
活
か
し
、
持
続
的
な
森
林
経
営
を

実
現
す
る
た
め
に
は
、
施
業
の
集
約

化
、
路
網
の
整
備
、
搬
出
間
伐
等
の

推
進
が
重
要
で
す
。

・
京
都
議
定
書
森
林
吸
収
目
標
１
、

３
０
０
万
炭
素
ト
ン
を
達
成
す
る

た
め
に
は
、
56
万
ha
の
間
伐
が
必

要
で
す
。

・
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
、
林
地
荒
廃

や
林
道
施
設
等
の
被
害
が
発
生
し
て

い
る
中
、
今
後
、
台
風
や
豪
雨
等
に

よ
り
更
な
る
被
害
の
拡
大
が
懸
念
さ

れ
る
こ
と
か
ら
、
間
伐
等
の
森
林
施

業
を
行
い
、
森
林
の
公
益
的
機
能
を

持
続
的
に
発
揮
す
る
、「
災
害
に
強
い

森
林
づ
く
り
」を
推
進
す
る
必
要
が

あ
り
、
今
後
、
復
興
に
必
要
な
木
材

の
安
定
的
な
供
給
に
も
貢
献
し
ま
す

【
復
旧
・
復
興
対
策
】。

２
．
治
山
事
業

・
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
被
害
に
加
え
、

台
風
第
12
号
な
ど
に
よ
る
豪
雨
等
に

よ
り
山
地
災
害
が
全
国
各
地
で
発
生

し
て
お
り
、
国
民
の
生
命
・
財
産
を

守
る
た
め
、
治
山
対
策
等
を
推
進
し

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
東
日
本
大
震
災
で
は
、
海
岸
部
の
保

安
林
に
甚
大
か
つ
広
域
に
及
ぶ
被
害

が
発
生
す
る
と
と
も
に
、
山
間
地
で

も
山
腹
崩
壊
等
の
被
害
が
多
数
発
生

し
ま
し
た
。
ま
た
、
東
海
、
東
南
海

地
震
等
が
高
い
確
率
で
発
生
す
る
と

想
定
さ
れ
る
中
で
津
波
や
山
地
災
害

に
対
す
る
住
民
の
不
安
が
高
ま
っ
て

お
り
、
崩
壊
地
の
復
旧
対
策
等
が
急

務
と
な
っ
て
い
ま
す【
復
旧
・
復
興

対
策
】。

政
策
目
標

森
林
整
備
事
業

○
平
成
32
年
の
木
材
自
給
率

50
％
達
成
に
向
け
た
路
網
整

備
や
搬
出
間
伐
の
推
進

○
森
林
吸
収
目
標
の
達
成
に
向

け
た
間
伐
の
実
施（
平
成
19
年

度
か
ら
24
年
度
の
６
年
間
で

３
３
０
万
ha
）

○
森
林
の
公
益
的
機
能
の
発
揮
に

よ
り｢

災
害
に
強
い
森
林
づ
く

り｣

を
推
進【
復
旧
・
復
興
対
策
】

治
山
事
業

○
周
辺
の
森
林
の
山
地
災
害

の
防
止
機
能
等
が
確
保
さ
れ

た
集
落
の
数
を
約
５
万
２
千

集
落（
平
成
20
年
度
）か
ら
約

５
万
６
千
集
落（
平
成
25
年

度
）に
増
加
等

○
治
山
対
策
に
よ
る
復
旧
整
備

を
実
施
し
、
被
災
地
及
び
東

海
・
東
南
海
地
震
等
に
よ
り

災
害
発
生
の
お
そ
れ
が
高
い

地
域
の
災
害
防
止【
復
旧
・
復

興
対
策
】

　

事
業
内
容

１
．
森
林
整
備
事
業

１
、１
７
３
億
円

復
旧
・
復
興
対
策
分
を
含
め
る
と

１
、２
４
２
億
円

（1）
搬
出
間
伐
等
へ
の
支
援

　

森
林
経
営
計
画
の
認
定
を
受
け
た

者
等
を
対
象
に
、
搬
出
間
伐
等
の
森

林
施
業
と
、
こ
れ
と
一
体
と
な
っ
た

森
林
作
業
道
の
整
備
を
支
援
す
る
直

接
支
払
制
度
を
実
施
し
ま
す
。
併
せ

て
、
施
業
集
約
化
の
た
め
の
活
動
を

行
う
者
へ
の
支
援（
森
林
整
備
地
域

活
動
支
援
交
付
金
）を
一
体
的
に
実

施
し
ま
す
。

（2）
路
網
整
備
の
推
進

　
丈
夫
で
簡
易
な「
林
業
専
用
道
」の

整
備
を
図
り
、「
森
林
作
業
道
」等
と

併
せ
て
路
網
整
備
を
推
進
し
ま
す
。

※
大
規
模
な
森
林
施
業
の
集
約
化
や
民
有

林
と
国
有
林
に
よ
る
共
同
施
業
等
に
取

り
組
む
地
域
に
つ
い
て
は
、
日
本
再
生

重
点
化
措
置
枠
と
し
て
、
搬
出
間
伐
や

高
密
度
な
路
網
の
整
備
を
重
点
的
に
支

援
し
ま
す
。

（
日
本
再
生
重
点
化
措
置「
森
林
・
林

業
再
生
対
策
」）

◎特集 主な林野関係施策の説明
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※
山
地
の
深
層
崩
壊
な
ど
激
甚
な
災
害
に

よ
り
孤
立
集
落
が
発
生
す
る
お
そ
れ
の

あ
る
地
域
等
に
つ
い
て
は
、
日
本
再
生

重
点
化
措
置
枠
と
し
て
、
山
腹
の
崩
壊

な
ど
の
山
地
災
害
の
防
止
対
策
を
重
点

的
に
支
援
し
ま
す
。

（
日
本
再
生
重
点
化
措
置「
森
林
・
林

業
再
生
対
策
」）

（3）
東
日
本
大
震
災
で
発
生
し
た
山
腹
崩

壊
地
等
に
お
け
る
復
旧
整
備
や
被
災

し
た
海
岸
防
災
林
の
復
旧
・
再
生
を

実
施
し
ま
す【
被
災
地
対
策
】。

（4）
東
海
・
東
南
海
地
震
等
に
よ
り
、
災

害
の
危
険
性
が
高
く
地
域
住
民
の
不

安
が
高
ま
っ
て
い
る
地
域
に
お
け
る

崩
壊
地
等
の
集
中
的
な
復
旧
整
備
、

津
波
等
に
備
え
た
海
岸
防
災
林
の
防

潮
堤
等
の
整
備
を
実
施
し
ま
す【
全

国
防
災
対
策
】。

（3）
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
林
地
荒
廃
等

の
森
林
被
害
が
発
生
し
た
地
方
公
共

団
体
等
に
お
い
て
適
切
な
間
伐
等
の

実
施
に
よ
る「
災
害
に
強
い
森
林
づ

く
り
」を
進
め
ま
す【
被
災
地
対
策
】。

（4）
東
海
・
東
南
海
地
震
等
の
防
災
対
策

推
進
地
域
に
指
定
さ
れ
た
市
町
村
の

う
ち
、
過
去
に
林
地
崩
壊
等
の
森
林

被
害
が
頻
発
し
た
市
町
村
を
中
心

に
、
適
切
な
間
伐
等
の
実
施
に
よ
る

「
災
害
に
強
い
森
林
づ
く
り
」を
進
め

ま
す【
全
国
防
災
対
策
】。

２
．
治
山
事
業

５
７
５
億
円

復
旧
・
復
興
対
策
分
を
含
め
る
と

６
１
８
億
円

（1）
集
中
豪
雨
等
に
対
応
し
た
復
旧
対
策

局
地
的
豪
雨
に
よ
り
被
災
し
た
地

域
等
に
お
い
て
、
民
有
林
直
轄
治

山
事
業
の
新
規
地
区
着
手
等
緊
急

的
か
つ
集
中
的
な
復
旧
整
備
を
推

進
し
ま
す
。

（2）
津
波
等
に
備
え
た
海
岸
部
の
対
策

津
波
や
飛
砂
・
風
害
等
に
備
え
た
海

岸
防
災
林
等
の
整
備
や
既
存
の
防
潮

堤
の
か
さ
上
げ
等
の
施
設
の
機
能
強

化
を
推
進
し
ま
す
。

○
京
都
議
定
書
に
基
づ
く
国
際
約
束

で
あ
る
我
が
国
の
削
減
目
標
６
％

の
達
成
を
図
る
上
で
、
そ
の
３
分

の
２
近
く
を
占
め
る
森
林
吸
収
目

標
の
達
成
が
不
可
欠
。

○
京
都
議
定
書
森
林
吸
収
目
標（
１
、

３
０
０
万
炭
素
ト
ン
）の
達
成
を

図
る
た
め
に
は
、 

平
成
19
〜
24
年

度
の
６
年
間
に
お
い
て
、
間
伐
を

毎
年
平
均
55
万
ha
、
６
年
間
で
合

計
３
３
０
万
ha
実
施
す
る
こ
と
が

必
要
。

○
平
成
24
年
度
概
算
決
定
及
び
平

成
23
年
度
補
正
予
算
等
に
よ
り
、

56
万
ha
の
間
伐
に
必
要
な
予
算
額

を
計
上
。

平
成
24
年
度
の
取
組 

○
約
15
万
ha
に
相
当
す
る
間
伐
等
を

実
施
す
る「
森
林
環
境
保
全
直
接

支
援
事
業
」（
２
８
８
億
円
）を
含

む
、
約
32
万
ha
の
間
伐
等
を
平
成

24
年
度
林
野
公
共
事
業
予
算（
１
、

８
６
１
億
円
）等
で
計
上
。

○
こ
の
ほ
か
に
、
平
成
23
年
度
補
正

予
算
で
措
置
し
た

・
森
林
整
備
加
速
化
・
林
業
再
生
事

業（
平
成
23
〜
26
年
度
の
措
置
で

１
、３
９
９
億
円
の
内
数
）

・
復
興
支
援
森
林
整
備
緊
急
対
策
等

（
３
４
０
億
円
の
内
数
） 

等
に
よ

り
、
森
林
吸
収
目
標
達
成
に
必
要

な
56
万
ha
の
間
伐
が
実
施
可
能
な

予
算
を
計
上
。

森
林
吸
収
目
標
達
成
に

向
け
た
取
組
に
つ
い
て

間伐面積の推移について

※その他は、自力・県単独事業。

復
旧
・
復
興
対
策
分

森
林
整
備
事
業（
公
共
）６
９
億
円

治
山
事
業（
公
共
）　　

４
４
億
円

国
費
率
：
１０
／
１０
、

　
　
　
　

２
／
３
、１
／
２
等

事
業
実
施
主
体
：

　
国
、
都
道
府
県
、
（独）
森
林
総
合
研
究
所

H23H22

52万ha
55万ha 55万ha 56万ha 56万ha

59万ha

平成23年度
補正予算

19万ha程度 

林野公共事業等
32万ha程度

その他5万ha

H19実績 H20実績 H21実績 H2４
（概算決定）

◎特集 主な林野関係施策の説明
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平
成
24
年
度

林
野
庁
税
制
改
正

予
定
事
項

新
設
要
望
項
目

相
続
税
、環
境
関
連
税
制
、山
林

所
得
に
係
る
森
林
計
画
特
別
控

除
、所
得
税
、法
人
税
、固
定
資

産
税

延
長
要
望
項
目　

軽
油
引
取
税
、所
得
税
、法
人
税

税
価
格
の
80
％
に
対
応
す
る
相
続
税

の
納
税
を
猶
予
）

【
検
討
事
項
】

　

山
林
に
係
る
相
続
税
・
贈
与
税
に
つ

い
て
は
、
新
た
に
創
設
さ
れ
る
相
続
税

の
納
税
猶
予
制
度
の
執
行
及
び
適
用
の

状
況
、
施
業
の
集
約
化
・
路
網
整
備
の

徹
底
と
い
う
政
策
目
的
の
達
成
状
況
等

を
踏
ま
え
、
課
税
価
格
の
特
例
制
度
や

贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度
等
の
必
要
性

に
つ
い
て
検
討
を
行
い
ま
す
。

環
境
関
連
税
制

○
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
、
森
林
吸

収
源
対
策
等
を
推
進
す
る
た
め
の
税

財
源
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
現
行
の

石
油
石
炭
税
に
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
に
応
じ

た
税
率
を
上
乗
せ
す
る「
地
球
温
暖
化

対
策
の
た
め
の
課
税
の
特
例
」を
設
け

ま
す
。
そ
の
際
、
農
林
漁
業
用
の
軽

油
の
免
税
・
還
付
措
置
を
設
け
ま
す
。

　
　

ま
た
、
税
制
改
正
大
綱
の「
環
境

　

新
設
要
望
項
目

相
続
税

○
林
業
経
営
の
継
続
を
確
保
す
る
た
め

の
納
税
猶
予
制
度
を
創
設
し
ま
す
。

（
森
林
経
営
計
画
に
従
っ
て
施
業
及

び
路
網
整
備
を
行
う
山
林
に
係
る
課

関
連
税
制
」に「
森
林
吸
収
源
対
策
」

と
し
て
、「
温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
に

係
る
国
際
約
束
の
達
成
等
を
図
る
観

点
か
ら
、
森
林
吸
収
源
対
策
を
含
め

た
諸
施
策
の
着
実
な
推
進
に
資
す
る

よ
う
、
平
成
25
年
以
降
の
地
球
温
暖

化
対
策
の
国
内
対
策
の
策
定
に
向
け

て
検
討
す
る
中
で
、
国
全
体
と
し
て

の
財
源
確
保
を
引
き
続
き
検
討
し
ま

す
。」と
整
理
。

山
林
所
得
に
係
る
森
林
計
画
特
別
控
除

○
山
林
所
得
に
係
る
森
林
計
画
特
別
控

除（
20
％
）の
森
林
経
営
計
画
の
適
用

に
つ
い
て
は
、
次
の
見
直
し
を
行
っ

た
上
、そ
の
適
用
期
限
を
３
年
延
長
。

（1）
森
林
法
の
改
正
に
伴
い
、
本
特
例
の

対
象
者
を
同
法
に
規
定
す
る
森
林
経

営
計
画
の
認
定
を
受
け
た
者
と
す
る
。

（2）
山
林
の
伐
採
又
は
譲
渡
に
係
る
収
入

金
額
が
３
、０
０
０
万
円
を
超
え
る

者
の
３
、０
０
０
万
円
を
超
え
る
部

分
の
控
除
率
を
10
％
（
現
行
：
一
律

20
％
）に
引
き
下
げ
ま
す
。

（注）
改
正
前
の
森
林
法
に
規
定
す
る
森
林
施
業
計

画
の
認
定
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
の
所
要
の

経
過
措
置
を
講
じ
ま
す
。

所
得
税
、
法
人
税
、
相
続
税
等

　
「
森
林
施
業
計
画
」の
名
称
を「
森
林
経

営
計
画
」に
改
め
る
森
林
法
の
一
部
改
正

に
伴
う
所
要
の
措
置
に
つ
い
て
は
、
森

林
施
業
計
画
か
ら
森
林
経
営
計
画
へ
の

◎特集 主な林野関係施策の説明

変
更
に
伴
う
所
要
の
措
置
を
講
じ
ま
す
。

固
定
資
産
税

○
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
施
設

（
太
陽
光
、
風
力
、
水
力
、
地
熱
、

バ
イ
オ
マ
ス
）を
新
た
に
導
入
し
た

場
合
の
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
を

最
初
の
３
年
間
１
／
３
控
除
と
す
る

措
置
を
２
年
間
講
じ
ま
す
。

　

延
長
要
望
項
目

軽
油
引
取
税

○
農
林
漁
業
者
等
の
軽
油
引
取
税
の

課
税
免
除
の
特
例（
１
KL
当
た
り

３
２
、１
０
０
円
免
除
）に
つ
い
て

は
、
適
用
期
限
を
３
年
延
長
。

【
検
討
事
項
】

　

軽
油
引
取
税
に
係
る
課
税
免
除
措
置

の
適
用
期
限
延
長
後
の
取
扱
い
に
つ
い

て
は
、
地
球
温
暖
化
対
策
や
燃
料
課
税

全
体
の
あ
り
方
に
関
す
る
議
論
も
あ
る

こ
と
か
ら
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復

興
状
況
、
課
税
免
除
措
置
廃
止
に
よ
る

国
民
生
活
へ
の
影
響
、
国
・
地
方
を
通

じ
た
財
政
事
情
等
も
勘
案
し
つ
つ
、
引

き
続
き
検
討
し
ま
す
。

所
得
税
、
法
人
税

○
中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
を
取
得
し

た
場
合
の
特
別
償
却（
30
％
）又
は
税

額
の
特
別
控
除（
７
％
）に
つ
い
て

は
、
適
用
期
限
を
２
年
延
長
。

山林相続税の納税猶予制度の概要
被相続人の森林経営計画
の対象森林（所有森林） 

路網整備を行う森林

路網整備を行わない森林

路網整備も施業も
実施しない

納税猶予対象森林

計画に基づく
主伐及び再造林

路網整備
（同左）計画に基づく間伐

相続の納税猶予
計画の当初認定から
10年後以降に
相続発生した場合 

路網整備
（路網密度は一定水準以上）

計画の当初認定
から１０年後 

森林経営計画に従い、 
施業や路網整備を実施

天然林

計画の対象森林規模拡大の
対象となる
森林

人工林

路網

計画認定（当初） 
森林経営計画書には、認定後10年間に
行うものとして、以下を記載 
①経営規模の拡大目標
②路網整備の計画量 

経営規模の拡大
（経営受託・購入等）
（路網整備を行う森林の
　面積の３０％以上）

※立木については、納税猶予対象森林の立木のうち、相続人が相続後の一定期間
は伐採できないもの（相続人の相続時の平均余命年数のうちに市町村森林整備
計画に定める主伐可能林齢に達しないもの）に限って猶予対象となる。 
※計画の当初認定から１０年以内に相続発生した場合、経営規模拡大や路網整備
が完了していなくても納税猶予となる。 


